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    本稿では、デンマークの農業を具体的事例として、生産性を高める社会システムの在り方

についての検証を試みた。生産性が問われる今日、有機的な制度設計の重要性を検証するも

のである。産業構造が変化するなか、雇用をどのように流動化させるのかが生産性の向上あ

るいは維持にとって極めて重要であろう。資格に繋がる教育制度の充実化、あるいは協働組

合という融合的な組織と自主的な管理運営が求められているのではないか。そのためには、

国の財政基盤が揺るぎないものでなければ信頼が得られないであろう。巨額の財政赤字を抱

えたまま産業構造の転換に対応できる社会基盤を構築できるのかが問われている。労働市場

における競争と流動性の確保、財政による教育機会の保障と資格制度によって、生産性は担

保されるのではないか。重要な論点は、「雇用」あるいは「職業」そのものに対する考え方

であろう。農地相続に見る「所有」概念も日本とデンマークとでは様相を異にする。所有で

守られている生存は、国の規模、地域社会の成熟度によって、あるいは精神的基盤の差異が

影響しているものと予想される。こうした、社会基盤の根本的な差違の下、その有機的制度

の重要性を、生産性と雇用制度の在り方のなかで検証する。 

         生産性の追求は、今やミクロ的な取り組みはもとより、労働市場を介して、社会的な仕組

みづくりへと拡大しつつあるのではないか。あるいは社会的な仕組み作りという認識がなけ

れば、目的は達成されないであろう。デンマークにおける Flexicurity Model は、極めて検

討に値する政策システムであろう。社会そのものが、有機的に繋がった組織体であるとの認

識が、もっと見直されてよいのではないか。 
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はじめに 

本研究の目的は、Richard Henry Tawney が、 1926 年に “RELIGION AND THE RISE OF 

CAPITARISM ” で示した「社会は有機体である」との知見に立脚し、デンマークにおける高い生産性は

まさに有機的な政策システムが寄与していることを実証的なモデル分析で示すことにある。デンマーク

における参入と退出を促す「農地相続制度」が高い生産性を生み出し、デンマーク農業の国際競争力を飛

躍的に向上させていることを実証する。また農家によって維持管理されている“Danish Agricultural 

Advisory Service”（DAAS）にみる有機的な政策システムは、何よりも「所有と管理」を農家に任せるこ

とで、地域社会の安定的な発展をもたらしているのではないか。また更なる意義として、本研究では、こ

れまでになかったデンマークに関する「制度分析」と「モデル分析」の融合による計量的かつ実証的な分

析を行うことにある。何よりも、本研究の分析結果を今後の日本の地域社会の安定的な存続のために求

められる制度設計に繋げたい。「制度分析」と「モデル分析」の融合、換言すれば、これまでの制度分析

を中心とした先行研究の貢献を基盤に、地域社会に求められる「有機的な制度設計」の必要性を計量的な

分析手法によって示したい。 

 

1. 先行研究 

 Richard Henry Tawney が、1926 年に“RELIGION AND THE RISE OF CAPITARISM ” において

示したのは、社会システムを構築する上で求められる重要な論点は、「有機的社会」にあったのではない

か。有機的な社会システムこそが生産性に寄与するという見方は、限定的な資源の有効利用という視点か

らも不可欠であろう。デンマークにおける“Danish Agricultural Advisory Service”（DAAS）はその証左

と言えるのではないか。有機的とは、ここにおいて多機能的とも言い得る。多くの分野、組織体が参加す

ることで、これまでにはなかったあるいは予想できなかった効果を生み出し得る可能性を認めざるを得

ないだろう。 

Mazzini（1860）では農地の所有を認めている。否、豊かさの背景には、この土地所有の概念がある。

同（1860 pp.170-171）にもあるように、農民が地主であり土地と資本と労働が同一の人間に属している

豊かな欧州の事例を示している。さらに、信頼関係で結ばれ、結束した組織「協会」によって運営される

概念は、デンマークにおける組合にもつながるものとして興味深い論考である。 

Robert Boyer（2016）の第 4 章「デンマーク型フレキシキュリティからの教訓－ヨーロッパ型福祉国

家の動揺と模索－」は、デンマークにおける労働環境の特殊性を著わしたものとして基本的に重要な内容

となっている。生産性を高めるうえで、雇用の流動性を図ることの重要性が改めて認識され得る。雇用、

あるいは職業、就農に対する考え方は、その国の歴史、文化、伝統に左右される部分が少なくないであろ

う。開かれた社会制度としての“Flexicurity”が、生産性の向上、維持に寄与しているものと考え得る。雇

用の流動化に求められる、社会的基盤が充実している成熟国としての力量も否定できない。雇用の流動性

が生産性の向上を図るうえで重要であると同文献が示唆しているところは少なくない。 

日本でも「地方創生」が問われる今日、その中心的課題である雇用については、何よりもその流動性が

求められるとするのが筆者の立場である。ともすれば、地方の人材は地方で育成しようとする考え方は、

無論、地方における人材育成が重要な一部をなすも極めて限定的な考え方ではないか。いずれの地方にあ

っても、その創生、活性化にあたり、何故、当該地における人材に限定するような考え方が台頭するのか

不思議である。まして、地方の人材が他の多くの都市部で学ぶことを制限するようなことはあってはなら
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ず、むしろ学ぶ場の自由こそ守られるべきである。そうした中で育った人材こそが、都市部、地方を問わ

ず活性化に寄与できる人材となるのではないか。地方に求められるのは、人材の流動化とそのために有効

かつ必要な仕組み作りであろう。人材を限定する考え方こそ、有機的な社会システムの構築に逆行するの

ではないか。 

浅井（2015）は、今般のデンマークの農業政策を知るうえで必携であろう。とりわけ、相続制度、協働

組合組織といったミクロ的な視点から輸出というマクロ的な視点に至るまで網羅されており、データに

ついても詳細である。基本的なデータベースとしても参考となる詳論であろう。 

一ノ瀬・清水（2014）では、国民経済の視点から、デンマーク農業が生産性を高め、輸出競争力を高

めていった農業について構造的に俯瞰している。同（2014）によると、耕地面積の大きさが、デンマー

クの農業の競争力を支えているとしている。また「競争力指数」（NEI ; Net Export Index）及び顕示比

較優位指数（RCA；Revealed Comparative Advantage）を用いて、国際貿易における輸出動向、競争力

を検証している。こうした耕地面積の集約化による大規模化が、何故デンマークで可能であったのかは、

さらに問われてよい。筆者は、ここにデンマークにおける農地相続の特殊性があったのではないかと考え

ている。なかでも興味深いのは、日本とデンマークの比較である。この比較によって、今後日本の農業が

見直さなければならない問題点が浮き彫りになることが期待される。デンマークが有する特殊性とは何で

あるのか、今後の研究対象としたい。 

 

Ⅱ. 制度分析 

 

（1）農地相続制度の意義 

上記でも示したように、デンマークにおける農地相続制度は，極めて興味深い。 

浅井（2015b p.56）によると、デンマークの農業政策において一貫しているのは、「グリーン・サーティ

フィケート」が終了した 2010 年以降も、「国際競争力の強化」維持のために規模の経済を追求した、農

業経営の大規模化にあるとする。ここに、親子関係による相続の優遇が否定される背景がある。加えて、

筆者は、土地の所有に対する根本的な考え方が、本来は社会的な資本であるという概念に結びついている

のではないかと考える。就農者に求められるのは、

浅井（2015b p.56）も指摘する通り、意欲、それを

裏付ける資金力、さらには農業における高い専門性

にある。そうした有意な人材を排除しない社会シス

テム、あるいは農地における「開放された所有制度」

を培ったデンマークの固有の文化があるように考

える。 

 

（2）就農資格制度 

浅井（2015b p.56）によると農地の所有・相続制

度は、「…農家という企業を売買することになる。

…」として、資金力、意志、教育を備えた者が農業

を受け継ぐことになるとしている。このことは、農

《本研究の対象である農業にみる有機的な制度設計の例》  
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（出所：国土交通省 国土政策局（2014）『デンマークの経済社会について』。一部筆者加筆。） 
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業あるいは農家という主体を開放している社会システムであるということを意味しているのではないか。

社会のいずれの組織においても閉鎖しない制度づくりが見られると言っても良いのではないか。閉鎖さ

れていない社会システムとは、「有機的な社会」であり、既に雇用の流動化も促される社会であるといっ

てよいのではないか。「農業における知識、技能そのものを社会的な資産」とみなすことで、その水準を

維持しているものと考える。その意味で、就農に求められる知識は常に共有され、それを積極的に学ぼう

とする者には、開放された高等教育機関がその機会を提供していると言えよう。 

 

（3）農業協同組合組織 

農林水産省（2017）によると、デンマークの場合、生産から加工・流通、輸出に至るまで農家が主

体的に関わることで高い競争力につながっているとされている。浅井（2015b p.56）においても同様

に、協働組合が農家によって所有されている点が指摘されている。さらに重要な点は、こうした所有

制度こそが「生産性」を向上させているのではないかという点である。「生産性の向上」に裏打ちされ

た輸出競争力の背景がここにあろう。農家はこうした生産のみならず、農産物の流れ、所謂、流通に

至るまで深く関与していることが生産性向上に大きく寄与しているものと考える1。農業協同組合組織

は、農家自体による管理運営によってその責任の明確化も可能になるのではないか。 

 

（4）“Danish Agricultural Advisory Service”（DAAS） 

Giuseppe Mazzini（1860 pp.152-177）においては、平等と個人の所有の重要性が示されている。

基本的に本制度は、Mazzini（1860）が指摘するように、農業従事者によって所有、管理運営されて

いる。こうした有機的な組織自体も農業従事者によって所有されている点が重要であろう。農林水産

省（2017）によると、農家が所有し、管理する DAAS によって、技術、環境、動物福祉など総合的な

知見の普及に取り組んでいるとしている。DAAS はまさに有機的な社会システムと言えるのではない

か。こうした多機能的なシステムこそが生産性の向上に寄与する情報、知見を横断的に普及させるの

ではないか。DAAS による生産性の拡大は、むしろ直接的にも輸出拡大に繋がるものと考える。 

 ここにおいても Mazzini（1860）が示唆する「所有」の重要性は確認されよう。有機的な社会シス

テムの中にあっても、「所有」の重要性は認識されている。 

国土交通省（2014）2は下記のようにまとめている。 

「…デンマーク農業は、継続的に大規模化を進めて国際競争力を高め、輸出産業として確立して

いる。また、大規模な協同組合、農家経営能力を高める教育制度、知識普及の仕組みが競争力を支え

ている。大規模な協同組合が生産・販売を担当し、国際的に事業展開（農家が 100％所有）。農家の

多くは農業大学等で大規模な農場経営 のための知識を習得した上で就農。『農業ナレッジセンター』

等が最新知識を普及。（農家の出資、コンサルタント料等により運営）農地を引き継ぐ際には、親子

でも農地を買い取る必要。結果として意欲ある者が農業経営を続けることになる。…」 

ここで重要なことは、上記のような「所有」に加え、大規模化による「生産性の向上」にあろう。

こうした「生産性の向上」が輸出拡大の素地となっているということであろう。しかも、特異な農地

                                                         
1 浅井（2015b p.56）においては、農家が主体的な関与し、生産から加工・流通、輸出部門までの「垂直統合」が進んで

いると著している。 
2 国土交通省（2014）『デンマークの経済社会について』による。 
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相続制度とは言っても、その所有制度そのものはオープンになっている。農業の継承について、相続

のみならず、技術継承のための教育においても学ぶ機会の公平は財政的に図られている。 

 

Ⅱ. デンマーク経済の状況 

①国内総生産（GDP）の推移 

 2008 年～2009 年にかけての世界同時不況のとき以外は、順調な上昇トレンドを辿っている。概ね

2016 年以降は、世界同時不況以前の水準を超えてきている。 

 

Source: Statistics Denmark 

 

②所得動向 

順調に拡大を続ける状況が見られる。2008 年～2009 年時における世界同時不況以前の水準を 2015

年頃には回復している。特筆されるのは、世界同時不況時においても可処分所得が順調に拡大している

ことである。下図のように可処分所得に関しては、順調な拡大傾向を続けている。 

 

Source: Statistics Denmark 
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 ③物価動向 

 

Source: Statistics Denmark 

 上図のように消費者物価指数の動向については、デンマークにおいてもその上昇力は大きくない。

もっとも 2017 年には 2％には届かないもののプラス領域での推移を見せている。国内総生産の推移、

所得動向からみて、今後、物価動向は弱含みながらデフレーションが懸念されることはないだろう。 

 

Ⅲ.モデル分析 

1. ≪モデル分析Ⅰ≫～有機的な社会システムによる生産性向上がもたらす輸出拡大に関する検証～ 

 デンマークにおける社会システムの有効性は実証的に解明されなければならない。また何よりも、そう

した社会システムもが「公平性」をどこまで達成しているかという点については、慎重な判断が必要であ

ろう。ここでは、下記のようなモデル分析を試みることとする。 

①国内総生産（GDP） 

コブ・ダグラス型生産関数を中心に、農業部門へ応用し、農業生産性（ソロー残差）の導出、農家へ

の労働分配率、資本分配率、農業部門労働生産性、資本装備率、労働時間等を求める。実証分析に用

いるモデル式は下記の通りである3。 


tK ：資本及び資本分配率（総資本形成 Gross Capital Formation）、 tA ：生産性（技術）、 tL ：労

働力（Employed）及び労働分配率 )1(  として下記の推計を行った。 

国内総生産（GDP）の基本的な検証を試みる。 

log(DKGDP) = 𝛼1 + 𝛼2 ∗ log(DKCAPITAL)                                             

+ (1 − 𝛼2) log(DKEMPLOYED)                                  

                                                         
3 原典：理論的枠組みとして、Acemoglu(2002),Directed Technical Change。 

参照：中村保（2014）『所得格差のマクロ動学分析』勁草書房,pp.220-223）は、所得格差問題における考察には有為で

あろう。 
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上記のような基本的な推計式によると、資本分配率は 0.364635（ｔ値=24.42)であることから、労働

分配率 0.635365 の高さが顕著である。また、上記の式を成長率の観点から検証しても、やはり労働分

配率の高さが特異点として挙げられよう。経済成長率には、労働生産性の寄与が大きかったものと見ら

れる。 
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ln  をモデルとして計算すると、やはり労働分配率が

高いことに加え、生産性の上昇率がかなり高かったものと見られる。 

上記の推計式をもとに、全要素生産性（Total Factor Productivity 全産業）の伸び率を推計した。Y に

は国内総生産（GDP）、K には総資本形成（Gross Capital Formation）、L には全雇用者数を用いた。

推計式には、前期比での上昇率を用いた。下図のように、全産業ベースでみる限り、デンマークの全要

素生産性（TFP）の実績値は、理論値（Baseline）よりもかなり上位にあったと言わざるを得ない。 

 

    

 またデンマーク経済を支える大きな要因として、下図のように拡大する輸出動向が指摘されよう。 

 

Source: Statistics Denmark 
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②デンマークにおける資本装備率と労働生産性 

内閣府（2017 付注）4は、資本装備率と労働生産性の関連については、産業によって異なると指摘し

ているが、産業のみならず当該国の産業構造によっても異なるものと考えられる。基本的なデータは、

Statistics Denmark による。 

log (
 𝑌𝑡

𝐿𝑡
) = 𝛼𝑡 + 𝛽𝑙𝑜𝑔 (

𝐾𝑡

𝐿𝑡
) + 𝛾𝑙𝑜𝑔(𝐻𝑡) 

実際の推計式における変数は、左辺が労働生産性（LABORPRODUCTIVITY）、右辺第2項が資本装備

率（CAPITALEQUIP）、第3項が一人当たりの労働時間（HOURSWORKED）を用いている。 

ｔ値は有意である。 

 

2008年～2009年における世界同時不況後の実績値の良好さが際立っていると言えよう。2017年には推

計結果と実績値が収斂している様子もうかがわれる。同時不況後のデンマーク経済は、まさに労働生産性

の回復力が大きく寄与したものと言えよう。また、労働生産性は、概ね世界同時不況前の水準までに回復

している。一人当たりの労働時間を減少させる中で、労働生産性が上昇トレンドを続けている。 

 

③農業部門の労働生産性と農産物の輸出動向 

生産性の向上がもたらす輸出拡大については、農業部門でも予想される。一ノ瀬裕一郎・清水徹朗

（2014 pp.19-51）は、農産物の輸出が拡大傾向にあることを指摘している。また、競争力の分析として

競争力指標を用いている。こうした背景には、下図が示すとおり農業における大規模化とそれによる労働

生産性の拡大があろう。農業部門における労働生産性は、2008 年～2009 年時における世界同時不況時に

困難に直面するも、2013 年以降は順調に上昇トレンドに回復している。こうした農業部門における 2013

年以降の労働生産性の著しい上昇が輸出の拡大に繋がっているものと予想される。 

                                                         

4 内閣府（2017）『平成 29 年度年次経済財政報告－技術革新と働き方改革がもたらす新たな成長―』における「付注 2-4 

資本装備率と労働生産性」による。 
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 横軸に農業部門の労働生産性、縦軸に農業部門の輸出動向をとると、直前図のように明確な正の相関が

読み取れる。戸堂(2011 pp.96-98)においては、企業における生産性の高さが輸出の促進を招くとの学説

を紹介している。もっとも生産性と国際化の関連性については、戸堂（2011）は慎重な見方も残してい

る。筆者は、ミクロベースの企業行動とマクロベースでの議論においての相違点にも注意すべきではない

かと考える。とりわけ輸出環境に恵まれたデンマークでは、生産性の拡大に基づく輸出余力の発生は、直

接的に輸出に繋がりやすいのではないかと推測される。ただ、輸出に関しては、相手国の経済状況、自国

の輸出余力にも依存するため、生産性がどの水準まで輸出を促すかについては慎重な見方が求められる

だろう。しかし、デンマークの農産物に関しては、高い生産性が大きな輸出余力になっていることは否め

ないだろう。下図は、今後とも高い輸出の伸びを示唆しているものと見られる。農業部門の生産性が、輸

出の拡大に寄与しているものと考えられる。こうしたことから、デンマークにおける生産性への取り組み

は大きく奏功していると考える。 

 

④農業部門の労働生産性から農産物の輸出動向への考察 

AGRILABORPRODUCTIVITY：農業部門の労働生産性、AGRIEXPORT：農業部門の輸出 

    

 農業部門の輸出に関して、農業部門の生産性が高い説明力を有している。生産性を高めることで供給能

力が国内需要を大きく超えて輸出ドライブがかかっていることは想像に難くない。ここでも問われるの

は、なぜそこまで生産性を高めることが出来たかであろう。社会全体を俯瞰し、必要な連関を作り出すこ

とでコストの削減を図ったからではないだろうか。 

  

日本では、地域社会の維持、活性化が問われているが、その地域社会が果たしていた役割、コスト負担

をどのように代替するかという問題は、やがて新たなコスト負担を余儀なくすることでもある。活力を失

っただけでなく、新たなコストが財政において生じていることを認識しなければならない。かつては、地

域社会こそが有機的なシステムであったのではないか。 
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2.≪モデル分析Ⅱ≫～デンマークにおける公平性に関する GINI 係数を用いた検証～ 

 

①デンマーク GINI 係数 

 

Source: Statistics Denmark 

 上図のように GINI 係数は上昇トレンドにあるも、2008 年～2009 年において明確に低下してい

る。GINI 係数は、経済が順調な拡大期にある時は上昇傾向を示し、経済的に混乱する時期には上

昇に歯止めがかかるものと見ることもできる。 

 

 ②デンマーク失業者数 

 

 

Source: Statistics Denmark 
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③デンマークにおける GINI 係数と国内総生産（ＧＤＰ）の関係 

 

Source: Statistics Denmark 

 

失業率が低下する中、ジニ係数の上昇傾向が著しいことの背景には所得格差の拡大が潜んで

いるのではないかとの懸念が残る。しかし、デンマークにおける 30％を切るジニ係数の水準は、

世界の諸国と比べても極めて低い水準と言える。格差に関する限り、社会的に顕在化する水準で

はないものと判断できる。 

本稿では、下記のようなシンプルな推計式によってジニ係数の動向を分析した。 

𝑙nGIN = α1 + α2ln (
Y

N
)  GINI：ジニ係数、Y：国内総生産（GDP）、N：総人口 
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結語  

 Flexicurity とは、“Flexible labour market”,“Active labour market policies Activation”,

“Generous welfare systems”の 3 つの要素から成っている。Market、System、Policies 及び

Activation、これらはいずれも「有機的な社会」あるいは「社会有機体」を想定しているものと見る。

これらの要素のいずれが欠けても Flexicurity は成立しないと考えられる。社会とは、まさにそうした

人体にも似た有機体であるとの認識が社会の活性化には求められているのであろう。 

 生産性の上昇がもたらす輸出拡大が果たしてどこまで所得格差の拡大に影響を与えるかという点に関

する判断は難しいと考える。しかし Flexicurity が機能することによるその是正は期待されてよいので

はないか。 

産業構造の転換に伴う、あるいはそれを促す雇用の流動化問題は、その実極めて難しい政策判断を伴

うのではないかと考える。産業構造の転換が生み出す「ゾンビ産業」といった考え方もあるが、果たし

てどれがゾンビ産業なのかを判断することは極めて難しいと考える。次なる時代を担う技術や素地がど

こに存在するのかを明確に判断することは動学的にも極めて難しいものと考える。まさに DAAS に見ら

れるような「有機的な社会制度」あるいは「市場機能」をも取り入れた仕組みづくりが重要となってく

るものと言えよう。 

有機的な社会システムが低コスト化をもたらし、生産性を高めることに繋げるようにすることは、政

策的には決して簡単ではない。今後証明すべきは、Flexicurity を可能にする有機的社会システムは如何

にして可能であるかということであろう。デンマークがそれを成し遂げて来た背景には、やはりコスト

負担に対する国民的合意が存在するからではないか。それには負担と便益の明確化が不可避である。こ

うした社会システムを構築することは決して容易ではない。Flexicurity とは、個人の職業に対する価値

観の変化をも迫る局面があるのではないかと考える。そうしたとき、個人が如何に対応していくかは、

本邦においては未知数と言わざるを得ない。何よりも雇用の流動化を促すことにおける要は、教育シス

テムであろう。誰もが教育の機会を、経済力とは関係なく享受できることが重要であろう。教育が資格

と就業機会をもたらす機能を果たし、社会もそれを前提として成立していることが求められる。 

「所有」は、Mazzini も認める通り重要である。しかし、それは開かれた取得機会を前提にしていな

ければならないことを、デンマークの「農地相続制度」は示唆している。農業を受け継ぐことにおい

て、技術や知識が必要なら、それも開放されていなければならない。技術や知識の伝承もまた、有機的

な社会システムの中で培われなければならない。解放された所有とは、まさに Flexicurity の前提条件

であろう。農業協働組合、DAAS いずれも、「農家が所有あるいは管理」する責任と自由とを付与して

いる。ここで重要なのは、他の組織による管理、運営が存在しないことである。ここにこそ低コスト、

高い生産性の根源が存在していると考える。 

本稿における推計結果は、概ね現在のデンマークの状況を是認するものとなった。ただ、今後の動向

に関しては、格差の拡大懸念、雇用を取り巻く地政学的環境の変化をどのように取り込んでいくのかが

問われよう。そこには、歴史に根ざす伝統、文化、ひいては宗教も絡んだ複雑な社会問題であるとの認

識が求められる。その認識の下で政策決定がなされて初めて、今後の可能性が見いだされることになろ

う。 
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おわりに 

 「生産性」をもたらす雇用の流動化を促す要因として、教育制度の問題が挙げられる。デンマークにお

ける職業資格のための教育制度の効果についての検討は、今後の課題として残った。実際にどのような教

育が行われ、再教育を受けた労働力はどのように生かされる社会的仕組みなのかということについては、

2018年度のフィールドワークの課題としたい。この問題に関するモデルとしては、中村（2014）が指摘

するAcemoglu(2002),Directed Technical Changeのモデルを参考としたい5。 

更なるFlexicurityの具体化に向けた取り組みに加え、農業資格教育がもたらす賃金格差問題について

は、 “CES Production Function”に賃金比率を用いたモデルによる実証分析を試みたい。 

 また、今回は明示的には取り上げなかった環境への取り組みのなかでも、風力発電、バイオマス等を

中心とした再生可能エネルギーへの取り組みについては、デンマークは極めて先行している。こうした

取り組みが経済にどのように影響を及ぼしているのかについては、今後の更なる研究が待たれる。少な

くとも再生エネルギーへの取り組みが、ミクロベースのみならずマクロベースでの経済成長を促してい

るとの認識が生まれつつあると考える。ひとえに技術進歩に伴うコスト面での諸問題が克服されつつあ

るという方向性にあろう。こうした環境面からもデンマークの取り組みは極めて興味深い。 

 

本研究は、富山第一銀行奨学財団による 2017 年度助成資金によって可能となった。ここに深く感謝

申し上げたい。 

【註】 

【註－1】 

一ノ瀬・清水（2014）が指摘するように、デンマークの輸出相手国としては、ドイツ、米国はもとよ

り、近年、中国の台頭が著しい。下記の図表・データは、いずれも International Trade Centre

（ITC）による。 

 

                                                         
5 中村保（2014）『所得格差のマクロ動学分析』勁草書房,pp.220-223. 
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【註－2】 
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